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2026 年 3 月期決算の概況 
 

１．事業の概況 

(１) 事業の経過及び成果等 

2025 年度の我が国経済は、各国の通商政策等の影響による弱めの動きが一部に見られるもの

の、全体としては緩やかな回復基調にあります。また、基調的な物価上昇率が中長期的に高ま

っていくとの見方から、日本銀行が追加利上げや長期国債買い入れ減額を決定したこと等を背

景に国内金利は上昇しました。 

地震災害においては、2025 年 12 月に発生した青森県東方沖地震等はありましたが、支払保

険金は限定的な規模に留まりました。ただし、マグニチュード 8-9 クラスの巨大地震がいつ発

生してもおかしくない状況は変わっておりません。 

このような情勢の中、2025 年度も引き続き、前年度にスタートした第 7 次中期経営計画に基

づき「サステナブルでレジリエントな制度構築」、「適切なリスクテイクによるリターンの向上」、

「大地震を想定した適切な支払態勢の構築」及び「地震災害に備える社会のレジリエンス向上

(地震保険の普及促進)」等に取り組んでおります。また、これらの施策遂行を支える経営基盤

の強化として「人的資本経営の実現」、「ERM・ガバナンス・SDGs 対応の進化」、「デジタルテク

ノロジー活用」にも注力しております。 

 

(２) 事業成績概況 

正味収入保険料は、2024 年 10 月火災保険料率改定による反動減の影響で伸び率は鈍化した

ものの、前年比 2.4％増の 2,909 億円となりました。 

正味支払保険金並びに損害調査費は、大きな地震被害がなかったことを主因に、それぞれ前

年比 86.2％減の 131 億円、前年比 52.3％減の 58 億円となりました。 

資産運用益は、運用資産の増加及び国内金利上昇に伴う利息収入の増加を主因に前年比で大

幅に改善し 41 億円となりました。なお、当社の資産運用方針は流動性と安全性を第一義とし、

外貨建債券の購入にあたって、高水準の為替ヘッジを行っています。 

上記の結果、危険準備金積増額は、前年比 19.4％増の 1,911 億円で過去最高となり、危険準

備金残高は 7,822 億円と順調に増加しました。この危険準備金に未経過保険料積立金を加えた

結果、責任準備金は 1 兆 1,347 億円と、当社として初めて 1 兆円を超えました。 

なお、当期純利益は、繰延税金資産の計上初年度の一時的な利益の押し上げにより、前年比

大幅増の 1.4 億円となりました。 
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2.　財務諸表

（1）貸借対照表
（単位：百万円）

2024年度 2025年度

（2025年3月31日現在） （2026年3月31日現在）

金額 金額

109,109             112,419             

109,109             112,419             

5,027               16,319              

59,963              94,896              

740,548             903,907             

216,500             393,497             

95,179              69,955              

358,434             332,923             

66,600              71,995              

3,832               35,535              

106                 74                  

24                  23                  

81                  50                  

196                 133                 

196                 133                 

0 0

22,487              22,107              

20,548              20,058              

28                  -                   

1,073               1,862               

45                  45                  

35                  81                  

755                 58                  

-                   128                 

937,437             1,149,987           

繰 延 税 金 資 産

資 産 の 部 合 計

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

そ の 他 資 産

再 保 険 貸

未 収 金

未 収 収 益

預 託 金

仮 払 金

金 融 派 生 商 品

無 形 固 定 資 産

有 価 証 券

国 債

地 方 債

社 債

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

有 形 固 定 資 産

建 物

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

科目

年度

（資産の部）

現 金 及 び 預 貯 金

預 貯 金

コ ー ル ロ ー ン

買 入 金 銭 債 権
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（単位：百万円）

2024年度 2025年度

（2025年3月31日現在） （2026年3月31日現在）

金額 金額

931,625             1,143,609           

4,410               8,871               

927,215             1,134,738           

8,941               8,309               

6,809               10,048              

5,607               5,728               

415                 894                 

4                   4                   

343                 394                 

439                 3,026               

172                 161                 

8                   13                  

31                  32                  

1                   1                   

1                   1                   

△11,601            △13,749            

935,989             1,148,427           

1,000               1,000               

549                 695                 

1                   1                   

548                 694                 

特 別 積 立 金 17                  17                  

価 格 変 動 特 別 積 立 金 39                  39                  

繰 越 利 益 剰 余 金 491                 637                 

△5                 △5                 

1,543               1,689               

△94                △129               

△94                △129               

1,448               1,559               

937,437             1,149,987           

責 任 準 備 金

年度

科目

（負債の部）

保 険 契 約 準 備 金

支 払 備 金

受 託 金

そ の 他 負 債

再 保 険 借

未 払 法 人 税 等

預 り 金

未 払 金

金 融 派 生 商 品

利 益 準 備 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

賞 与 引 当 金

特 別 法 上 の 準 備 金

価 格 変 動 準 備 金

地 震 保 険 評 価 差 額 金

負 債 の 部 合 計

（純資産の部）

資 本 金

利 益 剰 余 金

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 の 部 合 計

-3-



１ 会計方針に関する事項は次のとおりであります。 

(１) 有価証券の評価基準、評価方法及び表示方法は次のとおりであります。

① その他有価証券の評価は、期末日の市場価格等に基づく時価法により行っております。

② 地震保険の責任準備金及び地震保険に係る受託金に対応する資産の評価差額については、

税効果控除前の額を、保険業法施行規則別紙様式に基づき、負債の部に「地震保険評価差

額金」として表示しております。それ以外の評価差額については、税効果控除後の額を全

部純資産直入法により処理し、純資産の部に表示しております。ただし、外貨建債券につ

いては、外国通貨による時価の変動に係る換算差額を評価差額とし、それ以外の差額につ

いては、為替差損益として処理する方法を採用しております。また、売却原価の算定は移

動平均法に基づいております。

(２) デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

(３) 有形固定資産の減価償却は、定率法により行っております。ただし、1998 年 4 月 1 日以降に

取得した建物(建物附属設備を除く)並びに 2016 年 4 月１日以降に取得した建物附属設備及

び構築物については定額法により行っております。

(４) 無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却は、見積利用可能期間（5 年）

に基づく定額法により行っております。

(５) 外貨建の資産の本邦通貨への換算は、外貨建取引等会計処理基準に準拠して行っております。

(６) 貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償却・引当基

準に基づき、次のとおり計上しております。

破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発

生している債務者に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者に対する債権につ

いては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額等を控

除し、その残額を引き当てることとしております。上記以外の債権については、過去の一定

期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上しております。

また、全ての債権は資産の自己査定基準に基づき財務部が資産査定を実施し、当該部署から

独立した管理・企画部が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の計上を行

っております。

なお、当期は引当の対象となる資産がないため、計上を行っておりません。

(７) 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。

なお、退職給付債務は、自己都合退職による期末要支給額を基に計算する簡便法により算出

しております。

(８)役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき当期末要支給

額を計上しております。

(９)賞与引当金は、従業員の賞与に充てるため、当期末における支給見込額を基準に算出してお

ります。

(１０) 価格変動準備金は、株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第 115 条の規定に

基づき計上しております。

(１１) 再保険取引は、元受保険会社等と締結している地震保険再保険特約書等及び政府と締結して

いる地震保険超過損害額再保険契約書等の定めに基づいております。元受保険会社から地震

保険再保険料報告書等を受領した時点で収入保険料を計上し、それに対して元受保険会社等

及び政府へ出再したと認められる保険料を支払再保険料として計上しております。

また、元受保険会社から地震保険再保険金計算書を受領した時点で支払保険金を計上し、そ

れに対して元受保険会社等及び政府から回収可能と認められる保険金を回収再保険金として

計上しております。

(貸借対照表の注記) 

-4-



(１２) 支払備金は、元受保険会社から報告を受けた支払備金合計額を計上しております。

なお、保険業法施行規則第 73 条第 3項に基づき再保険が付された部分に相当する支払備金は

計上を行っておりません。

２ 金融商品の状況に関する事項、金融商品の時価等に関する事項及び金融商品の時価の適切な

区分ごとの内訳等に関する事項

(１) 金融商品の状況に関する事項

当社は再保険金の支払いに備え、主に国内外の高格付の短中期債並びに短期金融商品を保有

し、流動性と安全性を第一義とし、それに収益性を加味した資産運用を行っております。デ

リバティブ取引は、外貨建債券の為替変動に伴う市場リスク軽減のための先物為替予約で、

実需の範囲内で行うこととしております。また、市場リスク・信用リスク・流動性リスクに

ついては定期的に時価や信用情報を把握、管理しております。

(２) 金融商品の時価等に関する事項及び金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

2026年 3月 31日における貸借対照表計上額、時価の区分については次のとおりであります。

なお、現金及び預貯金、コールローン、買入金銭債権は短期間で決済されるため時価が帳簿

価額に近似することから、注記を省略しております。

金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の 3 つのレベルに分類しております。

レベル 1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により算

定した時価 

レベル 2 の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価 

レベル 3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価

を分類しております。 

時価をもって貸借対照表計上額とする金融商品 (単位：百万円)

区分 
貸借対照表計上額 

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計 

有価証券 

その他有価証券 － 903,907 － 903,907 

国債 － 393,497 － 393,497 

地方債 － 69,955 － 69,955 

社債 － 332,923 － 332,923 

外国証券 － 71,995 － 71,995 

その他の証券 － 35,535 － 35,535 

デリバティブ取引(※) 
ヘッジ会計が適用されてい
ないもの 

－ (2,967) － (2,967) 

通貨関連取引 － (2,967) － (2,967) 

(※)その他資産及びその他負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しておりま

す。デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味

の債務となる項目については( )で表示しております。 

(注 1)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

有価証券 

国債、地方債、社債及び外国証券は相場価格を用いて評価しておりますが、活発な市場

における相場価格とは認められないため、レベル 2 の時価に分類しております。 
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なお、市場における相場価格が入手できない投資信託は、解約又は買戻請求に関して市

場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がないため基準価額を時価

とし、レベル 2 の時価に分類しております。 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引は店頭取引であり、公表された相場価格が存在しないため、取引の種

類や満期までの期間に応じて割引現在価値の評価技法を利用して時価を算定しており

ます。評価技法で用いている主なインプットは、金利及び為替レートであります。観察

できないインプットを用いていない又はその影響が重要でない場合はレベル 2 の時価

に分類しております。

３ 消費税等の会計処理は税込方式によっております。

４ 責任準備金の内訳項目である危険準備金は、責任準備金の算出方法書に基づき、正味純保険料の

額と資産の運用によって生じた利益から法人税等相当額を除いた額を累積して積み立てており

ます。また、危険準備金より正味保険金及び損害調査費等の額を取り崩しております。 

５ 有形固定資産の減価償却累計額は 254 百万円、圧縮記帳額は 2百万円であります。 

６ 支払備金の内訳は次のとおりであります。 

支払備金(出再支払備金控除前) 9,452 百万円 

同上に係る出再支払備金 581 百万円 

差引 8,871 百万円 

７ 繰延税金資産の総額は 219 百万円であり、繰延税金資産の総額から評価性引当額として控除し

た額は 90 百万円であります。この結果、繰延税金資産が 128 百万円増加し、法人税等調整額（益）

が同額計上されております。

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、未払事業税 91 百万円、退職給付引当金 46 百万円、

未払特別法人事業税 25 百万円であります。 

８ 当事業年度末日後、翌事業年度以降の財産又は損益に重要な影響を及ぼす事象は生じておりま

せん。 

９ 1 株当たりの純資産額は 784 円 45 銭であります。 

算定上の基礎である純資産の部の合計は 1,559 百万円、普通株式に係る純資産額は 1,559 百万

円、普通株式の当期末株式数は 1,988 千株であります。

１０ 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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（2）損益計算書

2024年4月 1日から 2025年4月 1日から

2025年3月31日まで 2026年3月31日まで

金額 金額

350,878          304,016          

347,881          295,121          

正 味 収 入 保 険 料 284,093          290,926          

積 立 保 険 料 等 運 用 益 667              4,195            

支 払 備 金 戻 入 額 63,121           -                

2,978            8,895            

利 息 及 び 配 当 金 収 入 3,535            6,924            

有 価 証 券 売 却 益 93               -                

為 替 差 益 -                6,147            

そ の 他 運 用 収 益 16               18               

積立保険料等運用益振替 △667            △4,195          

18               -                

350,877          303,485          

346,190          292,826          

正 味 支 払 保 険 金 95,737           13,192           

損 害 調 査 費 12,326           5,876            

諸 手 数 料 及 び 集 金 費 60,544           61,773           

支 払 備 金 繰 入 額 -                4,460            

責 任 準 備 金 繰 入 額 177,581          207,523          

2,586            8,436            

有 価 証 券 売 却 損 66               390              

金 融 派 生 商 品 費 用 1,204            8,020            

為 替 差 損 1,292            -                

そ の 他 運 用 費 用 23               25               

2,100            2,217            

-                4                

支 払 利 息 -                4                

1                530              

0 0

0 0

0 0

1                530              

0 513              

-                △128            

0 384              

1                145              

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

特 別 法 上 の 準 備 金 繰 入 額

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税

法 人 税 等 調 整 額

そ の 他 経 常 収 益

経　　常　　費　　用

保 険 引 受 費 用

資 産 運 用 費 用

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費

そ の 他 経 常 費 用

経  常  利  益

特　　別　　損　　失

資 産 運 用 収 益

（単位：百万円）

年度 2024年度 2025年度

科目

経　　常　　収　　益

保 険 引 受 収 益
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１ 正味収入保険料の内訳は次のとおりであります。 

収入保険料 377,040 百万円 

支払再保険料 86,114 百万円 

差引 290,926 百万円 

２ 正味支払保険金の内訳は次のとおりであります。 

支払保険金 15,431 百万円 

回収再保険金 2,239 百万円 

差引 13,192 百万円 

３ 支払備金繰入額(△は支払備金戻入額)の内訳は次のとおりであります。 

支払備金繰入額(出再支払備金控除前) 3,766 百万円 

同上に係る出再支払備金繰入額 △694 百万円

差引 4,460 百万円 

４ 利息及び配当金収入の内訳は次のとおりであります。 

預貯金利息 467 百万円 

コールローン利息 60 百万円 

買入金銭債権利息 577 百万円 

有価証券利息 5,818 百万円 

計 6,924 百万円 

５ 金融派生商品費用中の評価損益は 2,967 百万円の損であります。 

６ １株当たりの当期純利益は 73 円 42 銭であります。 

算定上の基礎である当期純利益は 145 百万円、普通株式に係る当期純利益は 145 百万円、普通

株式の期中平均株式数は 1,988 千株であります。 

７ 当期末における法定実効税率は 28.00％、税効果会計適用後の法人税等の負担率は 72.47％で

あり、この差異の主な内訳は、危険準備金有税繰入額の損金不算入額 187.30％、評価性引当額

の増減額△123.23％、広告宣伝費用に係る危険準備金有税戻入額の益金不算入額△16.62％で

あります。 

８ 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

(損益計算書の注記) 
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（3）株主資本等変動計算書

① 2024年度

特別積
立金

価格変
動特別
積立金

繰越利
益剰余

金

1,000 1   17   39   490  548  △5 1,542 △50   △50   1,491 

当期純利益 1    1    1     1     

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

△44   △44   △44  

1    1    1     △44   △44   △43  

1,000 1   17   39   491  549  △5 1,543 △94   △94   1,448 

② 2025年度

特別積
立金

価格変
動特別
積立金

繰越利
益剰余

金

1,000 1   17   39   491  549  △5 1,543 △94   △94   1,448 

当期純利益 145  145  145   145   

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

△34   △34   △34  

145  145  145   △34   △34   111   

1,000 1   17   39   637  695  △5 1,689 △129  △129  1,559 

（株主資本等変動計算書の注記）

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

２ 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

当期末残高

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等

合計

利益
準備
金

その他利益剰余金
利益剰
余金合

計

当期首残高

利益剰余金

自己
株式

株主資
本合計

当期変動額

当期変動額合計

株主資本
評価・換算

差額等

株主資本
評価・換算

差額等

利益剰
余金合

計

当期首残高

当期変動額

当期変動額合計

当期末残高

株主資
本合計

（単位：百万円）

資本金

純資産
合計

資本金

（単位：百万円）

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等

合計

利益
準備
金

その他利益剰余金
純資産
合計

利益剰余金

自己
株式

（単位：株）

前事業年度末 当事業年度 当事業年度 当事業年度末

株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

発行済株式

普通株式 2,000,000 -                    -                    2,000,000
合計 2,000,000 -                    -                    2,000,000

自己株式

普通株式 11,400 -                    -                    11,400
合計 11,400 -                    -                    11,400
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3. その他

（1）有価証券関係

①売買目的有価証券

該当ありません。

②満期保有目的の債券

該当ありません。

③その他有価証券

（単位：百万円） 

区 分 種 類

2024 年度 

(2025 年 3 月 31 日現在) 

2025 年度 

(2026 年 3 月 31 日現在) 

取 得 原 価 
貸借対照表

計 上 額 
差 額 取 得 原 価 

貸借対照表

計 上 額 
差 額

貸借対照表

計上額が取

得原価を超

えるもの 

公 社 債 6,397 6,398 0 19,991 19,996 4 

株 式 － － － － － － 

外国証券 30,296 35,019 4,723 55,057 64,946 9,889 

そ の 他 2,999 3,158 159 10,599 11,847 1,247 

小 計 39,693 44,576 4,882 85,648 96,789 11,141 

貸借対照表

計上額が取

得原価を超

えないもの 

公 社 債 674,677 663,716 △10,961 790,648 776,380 △14,268

株 式 － － － － － － 

外国証券 32,327 31,581 △746 7,100 7,049 △50

そ の 他 699 674 △25 23,800 23,687 △112

小 計 707,705 695,971 △11,733 821,548 807,117 △14,431

合 計 747,398 740,548 △6,850 907,197 903,907 △3,289

④売却したその他有価証券

（単位：百万円） 

種 類

2024 年度 

（2024 年 4 月 1日から 2025 年 3 月 31 日まで）

2025 年度 

（2025 年 4 月 1日から 2026 年 3 月 31 日まで）

売却額 
売却益の 

合計額 

売却損の 

合計額 
売却額 

売却益の 

合計額 

売却損の 

合計額 

公 社 債 － － － 3,622 － 390 

株 式 － － － － － － 

外 国 証 券 － － － － － － 

そ の 他 1,458 93 66 － － － 

合 計 1,458 93 66 3,622 － 390 

⑤減損処理を行った有価証券

該当ありません。
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（2）デリバティブ取引関係 

  ①ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

 

通貨関連 

（単位：百万円） 

区

分

種 類 

2024 年度 

(2025 年 3 月 31 日現在) 

2025 年度 

(2026 年 3 月 31 日現在) 

契約額等 
時価 評価損益 

契約額等 
時価 評価損益 

 うち1年超  うち1年超 

市

場

取

引

以

外

の

取

引 

為替予約取引         

売 建         

   米 ド ル 33,730 5,466 189 189 35,215 － △1,997 △1,997 

ユ ー ロ 12,620 1,594 △72 △72 15,322 － △206 △206 

豪 ド ル 10,362 － 198 198 12,162 － △764 △764 

合 計   315 315   △2,967 △2,967 

 

  ②ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

   該当ありません。 

 

（3）保険業法に基づく債権 

   該当ありません。 

 

（4）ソルベンシー・マージン比率 

   ソルベンシー・マージン比率は、2026 年 3 月期決算から「経済価値ベース」による新しい制度とな

りました。 

適用初年度である 2026 年 3 月期ソルベンシー・マージン比率については、現在、2026 年 10 月末ま

での開示に向けて準備中ですが、早期是正措置の発動基準である 100％は上回る見込みです。 

なお、保険業法第 132 条第 2 項に規定する区分等を定める命令第 3 条第 2 項により、当社のソルベ

ンシー・マージン比率の数値は行政当局が行う改善命令の非対象区分になっています。 
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